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第 11章　現在の就労・生活と今後の方針

1節　現在働いている理由

現在、働いている理由は「現在の生活のため」が 65.3％で 6割強を占め最も多く、ついで、

「老後の生活に備えるため」（41.2％）、「今の仕事が好きだから」（41.0％）、「自分の経験や

能力を発揮したいから」（39.5％）、「社会とのつながりを維持したいから」（36.2％）、「仕事

を通じて、社会貢献したいから」（29.4％）、「健康のため」（29.0％）、「小遣いがほしいため」

（19.6％）がこれに続いている（図表 11－ 1）。

こうした現在働いている理由について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢が若い

経営者ほど、「現在の生活のため」に現在、働いている経営者が多くなっており、「現在の生

活のため」比率は「60歳以上」の 56.8％から「50～ 54歳」の 79.1％に増加する。これに

対して、年齢が高い経営者ほど、「今の仕事が好きだから」、「自分の経験や能力を発揮した

いから」、「社会とのつながりを維持したいから」、「仕事を通じて、社会貢献したいから」、「健

康のため」及び「小遣いがほしいため」という理由で働いている経営者が多くなっており「今

の仕事が好きだから」比率、「自分の経験や能力を発揮したいから」比率、「社会とのつなが

りを維持したいから」比率、「仕事を通じて、社会貢献したいから」比率、「健康のため」比

率及び「小遣いがほしいため」比率が「50～ 54歳」から「60歳以上」の間で、それぞれ

34.2％から 43.2％、32.6％から 42.2％、18.7％から 43.0％、21.9％から 33.4％、11.2％から

39.6％、16.0％から 20.6％に増加している。

第 2に、規模別にみると、規模が小さい企業の経営者ほど、「小遣いがほしいため」及び「自

分の経験や能力を発揮したいから」という理由で働いている経営者が多くなっており、「小

遣いがほしいため」比率及び「自分の経験や能力を発揮したいから」比率が「本人＋雇用者

1名以上」から「本人のみ」の間で、それぞれ 11.6％から 21.0％、37.2％から 40.1％に増加

している。

第 3に、業種別にみると、建設業で「健康のため」（33.3%）、卸売業、小売業で「現在の

生活のため」（76.4%）、製造業で「現在の生活のため」（73.5％）、「今の仕事が好きだから」

（55.1％）及び「小遣いがほしいため」（28.6％）、学術研究、専門・技術サービス業で「健

康のため」（30.9％）及び「社会とのつながりを維持したいから」（46.1％）、教育、学習支

援業で「老後の生活に備えるため」（56.1％）、「仕事を通じて、社会貢献したいから」（43.9％）

及び「自分の経験や能力を発揮したいから」（65.9％）、という理由で働いている経営者が多

くなっている。
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2節　今後の就労希望

1．就労希望　

今後の就労希望は「働きたい」は 73.7％、「働きたくはないが、働かざるをえない」は

19.4％、「働きたいが、働けそうもない」は 1.6％であり、積極的あるいは消極的に関わらず、

就労を考えている経営者は 9割を超えている。ちなみに、「働きたいとは思わない」は 5.3％

に過ぎない（図表 11－ 2）。

こうした就労希望について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢が若い経営者ほど、

今後も就労を考えている経営者が多くなっており、「今後も就労を考えている」比率は「60

歳以上」の 93.5％から「50～ 54歳」の 96.8％に増加する。第 2に、規模別にみると、規

模に関わらず、今後の就労希望はほぼ同じ程度である。第 3に、業種別にみると、すべての

業種で「働きたい」と考えている経営者が多くなっており、とくに、その傾向は製造業（89.8％）

で顕著に見られる。また、不動産業、物品賃貸業で「働きたいとは思わない」が 12.4％も

占めている。

図表 11－ 2　今後の就労希望
（単位：％）

件数 就労を考えている 働きたいとは思わな
い働きたい 働きたくはないが、

働かざるをえない
働きたいが、働けそ
うもない

全体 1030 94.7 73.7 19.4 1.6 5.3 
年齢階級別 50～54歳 187 96.8 70.6 25.7 0.5 3.2 

55～59歳 227 96.0 70.0 25.1 0.9 4.0 
60歳以上 616 93.5 76.0 15.4 2.1 6.5 

従業員数別 本人のみ 733 94.4 73.4 19.5 1.5 5.6 
本人＋家族従事者 176 94.3 72.7 19.3 2.3 5.7 
本人＋雇用者１名以上 121 96.7 76.9 19.0 0.8 3.3 

業種別 建設業 54 92.6 64.8 25.9 1.9 7.4 
製造業 49 100.0 89.8 10.2 0.0 0.0 
情報通信業 78 96.1 75.6 20.5 0.0 3.8 
卸売業、小売業 161 96.2 70.8 24.2 1.2 3.7 
金融業、保険業 44 95.5 68.2 20.5 6.8 4.5 
不動産業、物品賃貸業 113 87.7 65.5 20.4 1.8 12.4 
学術研究、専門・技術サービス業 304 94.1 79.3 12.8 2.0 5.9 
生活関連サービス業、娯楽業 48 95.9 68.8 25.0 2.1 4.2 
教育、学習支援業 41 95.2 73.2 22.0 0.0 4.9 

注 1： 業種は 40件以上のみを表示している。

2． 就労を希望する年齢

今後、就労を考えている経営者は、何歳まで働きたいと考えているのであろうか。図表

11－ 3から明らかように、「80歳以上（年齢に関わりなく）」が 23.6％で最も多く、ついで、

「70～ 74歳まで」（23.3％）、「65～ 69歳」（22.9％）、「75～ 79歳」（11.4％）がこれに続

いており、「69歳まで」が 3割強、「70歳以上」が 6割弱、「わからない」が 1割強を占め

る構成になっている。

こうした就労を希望する年齢について、第 1に、年齢階級別にみると、70歳以上の就労

希望年齢は 50歳代の経営者では４割強に過ぎないが、60歳以上の経営者では７割を占めて

いる。第 2に、規模別にみると、規模と今後の就労希望年齢の間に有意な関係は見られない。
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第 3に、業種別にみると、製造業（73.5％）で「70歳以上」も働きたいと考えている経

営者が多くなっている反面、生活関連サービス業、娯楽業（45.6％）で少なくなっている。

また、生活関連サービス業、娯楽業では「わからない」が 21.7％を占め、すべての業種の

なかで最も多くを占めている。

3節　現在の健康状況

現在の健康状況は「健康である」（「健康」18.2％＋「どちらかといえば健康」62.2％）が

80.4％、「健康を損ねている」（「どちらかといえば健康ではない」16.0％＋「健康を損ねて

いる」3.6％）が 19.6％である（図表 11－ 4）。

こうした現在の健康状況について、得点化してみると（算出方法は図表 11－ 4の注を参

照のこと）、年齢階級別、規模別及び業種別にみても、年齢に関わらず、規模に関わらず、

あるいは、業種に関わらず、現在の健康状況は変わらない。

図表 11－ 4　現在の健康状況
（単位：％）

件数 健康 どちらかといえ
ば健康

どちらかといえ
ば健康ではない

健康を損ねてい
る

得点（点）

全体 1030 18.2 62.2 16.0 3.6 2.95 
年齢階級 50～54歳 187 18.7 59.9 17.1 4.3 2.93 

55～59歳 227 18.5 55.9 21.1 4.4 2.89 
60歳以上 616 17.9 65.3 13.8 3.1 2.98 

従業員数 本人のみ 733 17.3 61.5 16.6 4.5 2.92 
本人＋家族従事者 176 22.7 60.8 14.8 1.7 3.05 
本人＋雇用者１名以上 121 16.5 68.6 14.0 0.8 3.01 

業種 建設業 54 9.3 68.5 18.5 3.7 2.83 
製造業 49 16.3 57.1 22.4 4.1 2.86 
情報通信業 78 15.4 69.2 12.8 2.6 2.97 
卸売業、小売業 161 19.9 59.0 17.4 3.7 2.95 
金融業、保険業 44 13.6 68.2 6.8 11.4 2.84 
不動産業、物品賃貸業 113 21.2 57.5 15.0 6.2 2.94 
学術研究、専門・技術サービス業 304 18.8 61.8 16.1 3.3 2.96 
生活関連サービス業、娯楽業 48 25.0 58.3 14.6 2.1 3.06 
教育、学習支援業 41 17.1 68.3 12.2 2.4 3.00 

注 1： 「得点」は「健康」を 4点～「健康を損ねている」を 1点とし、件数で除した平均値である。

注 2： 業種は 40件以上のみを表示している。

4節　同居している家族

現在、一緒に暮らしている（敷地内別棟同居も含む）家族は「配偶者」が 72.4％を占め

最も多く、ついで、「未婚の子供」（34.1％）、「回答者の両親」（12.8％）がこれに続いている。

なお、「一人暮らし」は 2割弱を占め、17.5％である（図表 11－ 5）。
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れ
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親
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つぎに、同居している家族を使い、「一人暮らし世帯」、「回答者と配偶者のみ」から構成

される「夫婦のみ世帯」及び「回答者」と「配偶者」、「未婚の子供」、「既婚の子供」、「既婚

の子供の配偶者」、「孫」、「回答者の親」、「義理の親」、「その他の親族」、「その他」を組み合

わせて「それ以外の世帯」の 3つの世帯を作ると、「一人暮らし世帯」は 2割弱、「夫婦の

み世帯」が 3割強、「一人暮らし世帯・夫婦のみ世帯以外の世帯」が 5割弱、を占める構成

になっている。

こうした同居している家族について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢が低い経

営者ほど、「一人暮らし世帯」及び「それ以外の世帯」が多くなっており、「一人暮らし世帯」

比率及び「一人暮らし世帯・夫婦のみ世帯以外の世帯」比率は「60歳以上」から「50～ 54

歳」の間で、それぞれ 15.4％から 22.5％、42.5％から 59.9％、に増加している。これに対

して、現在の年齢が高い経営者ほど、「夫婦のみ世帯」が多くなっており、「夫婦のみ世帯」

比率は「50～ 54歳」の 17.6％から「60歳以上」の 42.0％に増加している。

第 2に、規模別にみると、規模が大きい企業の経営者ほど、「一人暮らし世帯・夫婦のみ

世帯以外の世帯」が多くなっており、「一人暮らし世帯・夫婦のみ世帯以外の世帯」比率は「本

人のみ」の 47.2％から「本人＋雇用者 1名以上」の 62.0％に増加している。

第 3に、業種別にみると、建設業（66.7％）で「一人暮らし世帯・夫婦のみ世帯以外の世

帯」、製造業（38.8％）及び生活関連サービス業、娯楽業（37.5％）で「夫婦のみ世帯」、情

報通信業（21.8％）及び不動産業、物品賃貸業（22.1％）で「一人暮らし世帯」、が多くなっ

ている。

5節　現在の住居と主な事業所との関係

1．現在の住居の特徴

住まいの形態は「持ち家（一戸建て・分譲マンション）」が 79.2％、「借家・賃貸マンショ

ン」が 19.0％である（図表 11－ 6）。

こうした現在の住居の特徴について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢が高い経

営者ほど、住まいの形態として、「持ち家（一戸建て・分譲マンション）」が多くなっており、

「持ち家（一戸建て・分譲マンション）」比率は「50～ 54歳」の 65.2％から「60歳以上」

の 82.8％に増加する。これに対して、現在の年齢が低い経営者ほど、住まいの形態として、「借

家・賃貸マンション」が多くなっており、「借家・賃貸マンション」比率は「60歳以上」の

15.6％から「50～ 54歳」の 31.6％に増加する。

第 2に、規模別にみると、規模と住まいの形態との間に有意な関係は見られない。

第 3に、業種別にみると、すべての業種で「持ち家（一戸建て・分譲マンション）」が多

くなっているが、とくに、不動産業、物品賃貸業（88.5％）でその傾向は顕著に見られる。
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また、情報通信業（24.4％）で「借家・賃貸マンション」が多くなっている。

図表 11－ 6　現在の住居の特徴
（単位：％）

件数 持ち家（一戸建て・
分譲マンション）

借家・賃貸マンション その他

全体 1030 79.2 19.0 1.7 
年齢階級別 50～54歳 187 65.2 31.6 3.2 

55～59歳 227 81.1 18.1 0.9 
60歳以上 616 82.8 15.6 1.6 

従業員数別 本人のみ 733 77.5 20.6 1.9 
本人＋家族従事者 176 83.5 14.8 1.7 
本人＋雇用者１名以上 121 83.5 15.7 0.8 

業種別 建設業 54 83.3 14.8 1.9 
製造業 49 77.6 22.4 0.0 
情報通信業 78 74.4 24.4 1.3 
卸売業、小売業 161 75.2 23.0 1.9 
金融業、保険業 44 86.4 11.4 2.3 
不動産業、物品賃貸業 113 88.5 8.8 2.7 
学術研究、専門・技術サービス業 304 81.6 16.8 1.6 
生活関連サービス業、娯楽業 48 75.0 20.8 4.2 
教育、学習支援業 41 78.0 22.0 0.0 

注 1： 業種は 40件以上のみを表示している。

2． 住宅ローンの状況

「持ち家者（一戸建て・分譲マンション）」の経営について、持ち家の住宅ローンの状況は

どのようになっているのだろうか。図表 11－ 7から明らかように、「残っている」が

27.8％、「残っていない」が 72.2％であり、7割強の経営者は住宅ローンの返済は終わって

いる。

図表 11－ 7　住宅ローンの状況
（単位：％）

件数 残っている 残っていない
全体 816 27.8 72.2 

年齢階級別 50～54歳 122 43.4 56.6 
55～59歳 184 34.2 65.8 
60歳以上 510 21.8 78.2 

従業員数別 本人のみ 568 27.6 72.4 
本人＋家族従事者 147 24.5 75.5 
本人＋雇用者１名以上 101 33.7 66.3 

業種別 建設業 45 46.7 53.3 
製造業 38 34.2 65.8 
情報通信業 58 34.5 65.5 
卸売業、小売業 121 27.3 72.7 
金融業、保険業 38 28.9 71.1 
不動産業、物品賃貸業 100 16.0 84.0 
学術研究、専門・技術サービス業 248 25.4 74.6 
生活関連サービス業、娯楽業 36 38.9 61.1 
教育、学習支援業 32 25.0 75.0 

注 1： 「持ち家者（一戸建て・分譲マンション）」の経営者の回答。

注 2： 業種は 40件以上のみを表示している。
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こうした住宅ローンの状況について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢が低い経

営者ほど、住宅ローンの返済が残っている経営者が多くなっており、「住宅ローンが残って

いる」比率は「60歳以上」の 21.8％から「50～ 54歳」の 43.4％に増加する。

第 2に、規模別にみると、規模と住宅ローン状況との間に有意な関係は見られない。

第 3に、業種別にみると、建設業（46.7％）で住宅ローンの返済が残っている経営者が多

い反面、不動産業、物品賃貸業（16.0％）で少なくなっている。

3． 現在の住居と主な事業所との関係

現在の住居と事務所や店舗などの主な事業所との関係は「同じ場所である」は 80.4％、「異

なる場所である」は 19.6％である（図表 11－ 8）。

こうした現在の住居と主な事業所との関係について、第 1に、年齢階級別にみると、現在

の年齢が高い経営者ほど、現在の住居と事務所や店舗などの主な事業所が同じ場所にある経

営者が多くなっており、「同じ場所である」比率は「50～ 54歳」の 74.3％から「60歳」の

82.1％に増加する。

第 2に、規模別にみると、規模が小さい企業の経営者ほど、現在の住居と主な事業所が同

じ場所にある経営者が多くなっており、「同じ場所である」比率は「本人＋雇用者 1名以上」

の 51.2％から「本人のみ」の 86.5％に増加する。

第 3に、業種別にみると、すべての業種で、現在の住居と主な事業所が同じ場所にある経

営者が多くなっており、とくにその傾向は建設業（同じ場所比率：92.6％）で顕著に見られ

る。また、生活関連サービス業、娯楽業（異なる場所比率：33.3％）では現在の住居と主な

事業所は異なる場所にある経営者が多くなっている。

図表 11－ 8　現在の住居と主な事業所との関係
（単位：％）

件数 同じ場所 異なる場所
全体 1030 80.4 19.6 

年齢階級別
50～54歳 187 74.3 25.7 
55～59歳 227 80.6 19.4 
60歳以上 616 82.1 17.9 

従業員数別
本人のみ 733 86.5 13.5 
本人＋家族従事者 176 75.0 25.0 
本人＋雇用者１名以上 121 51.2 48.8 

業種別

建設業 54 92.6 7.4 
製造業 49 79.6 20.4 
情報通信業 78 87.2 12.8 
卸売業、小売業 161 78.9 21.1 
金融業、保険業 44 88.6 11.4 
不動産業、物品賃貸業 113 77.9 22.1 
学術研究、専門・技術サービス業 304 84.5 15.5 
生活関連サービス業、娯楽業 48 66.7 33.3 
教育、学習支援業 41 75.6 24.4 

注 1： 業種は 40件以上のみを表示している。
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6節　年金の受給状況と仕事・年金受給以外の収入

1．年金の受給状況と受給している年金の種類

現在の年金の受給状況は「受給している」は 65.6％、「受給していない」は 34.4％である。

受給している年金の種類は「国民年金」が 38.9％、「被用者年金（厚生年金、共済年金など）」

が 38.6％、「企業年金」が 16.9％である（図表 11－ 9）。

こうした年金の受給状況について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の年齢と年金の受

給の有無との間に有意な関係は見られない。これに対して、受給している年金の種類につい

てみると、年齢が高い経営者ほど、「被用者年金（厚生年金、共済年金など）」及び「企業年

金」を受給している経営者が多くなっており、「被用者年金（厚生年金、共済年金など）」比

率及び「企業年金」比率は「50～ 54歳」から「60歳以上」の間で、それぞれ 2.7％から

61.9％、0.0%から 28.1%、に増加している。

第 2に、規模別にみると、規模と年金の受給の有無との間に有意な関係は見られない。こ

れに対して、受給している年金の種類についてみると、規模が小さい企業の経営者ほど、「企

業年金」を受給している経営者が多くなっており、「企業年金」比率は「本人＋雇用者 1名

以上」の 9.9％から「本人のみ」の 18.1％に増加する。

第 3に、業種別にみると、不動産業、物品賃貸業で「年金を受給している」経営者が最も

多く（「受給している比率」：79.6％）、これに対して、金融業、保険業（同 45.5％）で最も

少なくなっている。また、受給している年金の種類についてみると、製造業で「国民年金」（同

49.0％）、不動産業、物品賃貸業で「被用者年金（厚生年金、共済年金など）」（同 54.0％）

及び「企業年金」（25.7％）、を受給している経営者が多くなっている。

図表 11－ 9　年金の受給状況と受給している年金の種類（複数回答）
（単位：％）

件数 被用者年金
（厚生年金、共
済年金など）

国民年金 企業年金 その他 年金は受給し
ていない

全体 1030 38.6 38.9 16.9 2.0 34.4 
年齢階級別 50～54歳 187 2.7 29.4 0.0 1.6 66.3 

55～59歳 227 5.3 23.8 0.4 0.9 70.0 
60歳以上 616 61.9 47.4 28.1 2.6 11.5 

従業員数別 本人のみ 733 39.4 36.7 18.1 2.5 35.5 
本人＋家族従事者 176 40.9 46.6 16.5 0.6 27.8 
本人＋雇用者１名以上 121 30.6 41.3 9.9 1.7 37.2 

業種別 建設業 54 37.0 38.9 14.8 0.0 35.2 
製造業 49 36.7 49.0 18.4 2.0 24.5 
情報通信業 78 35.9 33.3 14.1 0.0 42.3 
卸売業、小売業 161 30.4 42.9 11.2 1.9 33.5 
金融業、保険業 44 22.7 31.8 9.1 0.0 54.5 
不動産業、物品賃貸業 113 54.0 47.8 25.7 3.5 20.4 
学術研究、専門・技術サービス業 304 44.7 36.8 21.1 3.0 32.6 
生活関連サービス業、娯楽業 48 25.0 45.8 6.3 0.0 43.8 
教育、学習支援業 41 34.1 26.8 12.2 2.4 46.3 

注 1： 業種は 40件以上のみを表示している。



－　117　－

2． 仕事・年金受給以外の収入の有無

仕事や年金受給以外の収入が「ある」は 36.3％、「ない」は 63.7％である（図表 11－

10）。こうした仕事・年金受給以外の収入について、第 1に、年齢階級別にみると、現在の

年齢と仕事や年金受給以外の収入との間に有意な関係は見られない。

第 2に、規模別にみると、規模が大きい企業の経営者ほど、仕事や年金受給以外の収入が

「ある」経営者が多くなっており、「仕事・年金受給以外の収入がある」比率は「本人のみ」

の 34.2％から「本人＋雇用者 1名以上」の 45.5％に増加する。

第 3に、業種別にみると、不動産業、物品賃貸業（50.4％）で仕事や年金受給以外の収入

が「ある」経営者が多い反面、生活関連サービス業、娯楽業（22.9％）で少なくなっている。

図表 11－ 10　仕事・年金受給以外の収入の有無
（単位：％）

件数 ある ない
全体 1030 36.3 63.7 

年齢階級別 50～54歳 187 26.7 73.3 
55～59歳 227 25.6 74.4 
60歳以上 616 43.2 56.8 

従業員数別 本人のみ 733 34.2 65.8 
本人＋家族従事者 176 38.6 61.4 
本人＋雇用者１名以上 121 45.5 54.5 

業種別 建設業 54 31.5 68.5 
製造業 49 40.8 59.2 
情報通信業 78 34.6 65.4 
卸売業、小売業 161 32.9 67.1 
金融業、保険業 44 40.9 59.1 
不動産業、物品賃貸業 113 50.4 49.6 
学術研究、専門・技術サービス業 304 34.5 65.5 
生活関連サービス業、娯楽業 48 22.9 77.1 
教育、学習支援業 41 43.9 56.1 

注 1： 業種は 40件以上のみを表示している。

7節　生活に対する満足状況

生活全般に対する満足状況は「満足である」（「満足」10.6％＋「まあ満足」46.6％）が

57.2％、「どちらともいえない」が 29.2％、「不満である」（「やや不満」10.8％＋「不満」2.8％）

が 13.6％を占めており、満足している経営者が多くなっている（図表 11－ 11）。つぎに、

生活に関して、「友人関係」、「貯蓄、資産状況」、「年間の総収入」、「家族との関係」、「住環境」

及び「余暇の過ごし方」の 6分野に分けて、それぞれの満足状況についてみると、「住環境」

（「満足」16.4％＋「まあ満足」47.4％の合計値：63.8％）で最も満足が多くなっており、つ

いで、「友人関係」（「満足」14.5％＋「まあ満足」49.0％の合計値：63.5％）、「家族との関係」

（「満足」22.4% ＋「まあ満足」39.5% の合計値：61.9％）、「余暇の過ごし方」（「満足」

15.2％＋「まあ満足」43.5％の合計値：58.7％）がこれに続いている。これに対して、「年
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間の総収入」（「やや不満」30.9%＋「不満」19.5％の合計値：50.4％）で最も不満が高くなっ

ており、ついで、「貯蓄、資産状況」（「やや不満」26.8% ＋「不満」17.6％の合計値：

44.4％）がこれに続いている。

図表 11－ 11　生活に対する満足状況（N=1,030名）
（単位：％）

満足 まあ満足 どちらともい
えない やや不満 不満 得点（点）

友人関係 14.5 49.0 29.8 5.4 1.3 3.70 
貯蓄、資産状況 3.9 20.0 31.7 26.8 17.6 2.66 
年間の総収入 2.5 18.0 29.1 30.9 19.5 2.53 
家族との関係 22.4 39.5 29.1 5.9 3.0 3.72 
住環境 16.4 47.4 25.3 7.8 3.1 3.66 
余暇の過ごし方 15.2 43.5 29.3 9.1 2.8 3.59 
生活全般 10.6 46.6 29.2 10.8 2.8 3.51 

注 1： 「得点」は「満足」を 5点～「不満」を 1点とし、件数で除した平均値である。

こうした生活に対する満足状況について（図表 11－ 12）、得点化してみると（算出方法

は図表 11－ 12の注を参照のこと）、第 1に、年齢階級別にみると、年齢が高い経営者ほど、

「生活全般」を始め「友人関係」、「貯蓄」、「資産状況」、「年間の総収入」、「家族との関係」、「住

環境」及び「余暇の過ごし方」の 6分野すべてにわたって、満足度が高い経営者が多くなっ

ている。 

第 2に、規模別にみると、規模と生活に対する満足状況の間に有意な関係は見られない。

第 3に業種別にみると、不動産業、物品賃貸業で「生活全般」の満足度が高い経営者多く

なっている。つぎに、6分野の状況についてみると、製造業で「友人関係」（3.82点）、「家

族との関係」（3.96点）及び「住環境」（3.98点）、金融業、保険業で「貯蓄、資産状況」（2.82

点）及び「年間の総収入」（2.70点）、不動産業、物品賃貸業で「友人関係」（3.77点）、「貯蓄、

資産状況」（3.19点）、「年間の総収入」（3.12点）及び「余暇の過ごし方」（3.81点）、学術

研究、専門・技術サービス業で「友人関係」（3.77点）、教育、学習支援業で「住環境」（4.00

点）、に関する満足度が高い経営者が多くなっている。
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図表 11－ 12　得点化してみた生活に対する満足状況
（単位：点）

件数 友人関係 貯蓄、資産状
況

年間の総収入 家族との関係 住環境 余暇の過ごし
方

生活全般

全体 1030 3.70 2.66 2.53 3.72 3.66 3.59 3.51 
年齢階級別 50～54歳 187 3.56 2.32 2.24 3.53 3.33 3.26 3.14 

55～59歳 227 3.58 2.48 2.31 3.61 3.54 3.41 3.40 
60歳以上 616 3.79 2.83 2.70 3.82 3.81 3.76 3.67 

従業員数別 本人のみ 733 3.66 2.58 2.45 3.69 3.64 3.59 3.48 
本人＋家族従事者 176 3.86 2.90 2.81 3.86 3.77 3.69 3.69 
本人＋雇用者１名以上 121 3.70 2.77 2.64 3.72 3.62 3.48 3.44 

業種別 建設業 54 3.52 2.41 2.48 3.69 3.54 3.28 3.35 
製造業 49 3.82 2.61 2.39 3.96 3.98 3.71 3.61 
情報通信業 78 3.62 2.49 2.29 3.74 3.68 3.49 3.37 
卸売業、小売業 161 3.56 2.42 2.30 3.55 3.47 3.51 3.29 
金融業、保険業 44 3.68 2.82 2.70 3.59 3.59 3.52 3.52 
不動産業、物品賃貸業 113 3.77 3.19 3.12 3.71 3.79 3.81 3.79 
学術研究、専門・技術サービス業 304 3.77 2.72 2.55 3.77 3.69 3.64 3.56 
生活関連サービス業、娯楽業 48 3.73 2.42 2.42 3.92 3.69 3.67 3.67 
教育、学習支援業 41 3.68 2.73 2.54 3.66 4.00 3.73 3.54 

注 1： 「得点」は「満足」を 5点～「不満」を 1点とし、件数で除した平均値である。

注 2： 業種は 40件以上のみを表示している。
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